
 

令和７年度訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業費補助金交付要綱 

 

令和７年３月２８日６福祉高在第１５７９号 

 

第１ 目的 

この要綱は、「訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業実施要綱」（平成２８

年３月３日付２７福保高介第１４１２号。）に基づき、訪問看護ステーション及び看護

小規模多機能型居宅介護事業所（以下「訪問看護ステーション等」という。）の労働環

境の改善を図るため、小規模な訪問看護ステーション等が新たに事務職員を雇用する

経費を支援することにより、看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注力できる環

境の整備を図り、２４時間３６５日在宅療養を支える体制を整えることで、もって在

宅における療養環境の向上と地域包括ケアの推進を図るため、東京都が予算の範囲内

で補助するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

第２ 補助対象事業 

この要綱による補助対象事業は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」

という。）第４１条第１項本文の指定を受けた者で、法第８条第４項に規定する訪問看

護を行う事業者（法第７１条の規定により開設者が指定居宅サービス事業者とみなさ

れた病院及び診療所を除く。）及び法第４２条の２本文の指定を受けた者が、法第８条

第２３項第１号に規定する複合型サービスを行う事業者が、当該訪問看護ステーショ

ン等に新たに事務職員を雇用することで看護職員の事務負担を軽減し、専門業務に注

力できる環境を整備する事業とする。 

 ただし、国、地方公共団体等の他の補助金等を充当し実施する事業は対象外とする。 

 

第３ 補助対象事業者 

この要綱による補助は、別紙１に掲げる要件を満たす事業者に対して行うものとす

る。ただし、次に掲げる団体は、この要綱に基づく補助金の交付対象としない。 

１ 暴力団（東京都暴力団排除条例（平成２３年東京都条例第５４号。以下「暴排

条例」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

２ 法人その他の団体の代表者、役員又は使用人その他の従業員若しくは構成員に

暴力団員（暴力団並びに暴排条例第２条第３号に規定する暴力団員及び同条第４

号に規定する暴力団関係者をいう。）に該当する者があるもの 

 

第４ 補助対象経費 

この要綱による補助の対象経費は、以下のとおりとする。ただし、事務職員の人件

費として適当と認められない費用を除く。 

１ 指定を受けた日から起算して１年以内の訪問看護ステーション等が、看護職員

の事務負担を軽減するため、新たに雇用した事務職員の人件費で、別表一に掲げ

るもの。 

２ 令和６年度訪問看護ステーション事務職員雇用支援事業（以下「前年度本事業」



 

という。）により配置した事務職員の人件費で、別表二に掲げるもの。 

 

第５ 事務職員の雇用条件等 

第２にある事務職員の雇用に当たっては、以下の条件を満たすものとする。 

１ 事務職員の勤務場所は当該訪問看護ステーション等とする。 

２ 事務職員が従事する業務は、当該訪問看護ステーション等における事務業務と

する。 

３ 事務職員は、雇用の日から起算して原則１年以上当該訪問看護ステーション等

に勤務する見込みがある者とする。 

 

第６ 補助金の額 

この補助金は、次の１及び２により算出された額を都の予算の範囲内において交付

するものとする。ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、

これを切り捨てる。 

１ 別表一又は別表二第３欄に定める基準額に基づき算出された額と対象経費の実

支出額それぞれから寄付金その他の収入額を控除した額のうち、いずれか少ない

額を選定する。 

２ １により選出された額の合計に、別表一又は別表二第４欄に定める補助率を乗

じて得た額を、交付額とする。 

 

第７ 補助金の申請 

１ 交付申請 

この要綱による補助金の交付を受けようとする者は、別に定める期日までに、

補助金交付申請書（別記第１号様式）及び事業計画書（別記第１号様式の２）を

東京都知事（以下「知事」という。）に提出しなければならない。 

２ 変更交付申請 

交付の決定後の事情の変更等により、交付決定の内容を変更しようとする者は、

別に定める期日までに、補助金変更交付申請書（別記第２号様式）及び事業計画

書（別記第１号様式の２）を知事に提出しなければならない。 

 

第８ 交付決定及び通知 

知事は、交付申請又は変更交付申請があったときは、補助金交付申請書又は補助金

変更交付申請書、事業計画書、関係書類等の審査を行い、適当と認める場合は第９の

補助条件を付して補助金の交付を決定し、補助金の交付の決定を受けた者（以下「補

助事業者」という。）に通知する。 

また、適正な交付を行うため、必要があるときは、知事は申請事業者に対し、資料

の提出又は申請書類等の修正を求めることができる。 

 

第９ 補助条件 

この補助金の交付に当たっては、別記補助条件を付するものとする。 



 

第１０ 申請の撤回 

補助事業者は、この交付の決定内容又はこれに付した条件に異議があるときは、こ

の交付決定通知の受領後１４日以内に申請の撤回をすることができる。 

 

第１１ 実績報告 

補助事業者は、補助事業が完了したとき、補助事業が予定の期間内に完了しない状

態で補助金の交付の決定に係る都の会計年度が終了したとき（令和８年３月末日）又

は補助事業の廃止の承認を得たときは、都が指定する日までに、補助事業の事業実績

報告書（別記第３号様式及び第３号様式の２）を提出しなければならない。 

 

第１２ 補助金の額の確定 

知事は、第１１の規定による実績報告の審査又は必要に応じて行う現地調査等によ

り、その報告に係る補助事業の成果が補助金の交付決定の内容及びこれに付した条件

に適合するものであるか否かを調査し、適合すると認めたときは当該年度内事業の実

績に応じて交付すべき補助金の額（以下「補助確定額」という。）を確定し、補助事業

者に通知する。 

 

第１３ 交付時期 

この補助金は、請求により別表三に定めるとおり交付する。 

 

第１４ 請求 

補助対象事業者が、交付決定を受けた補助金を請求するときは、補助事業者は、請

求書を知事に提出しなければならない。 

 

第１５ その他 

補助事業者は、労働基準法（昭和２２年法律第４９号）等の労働関係法令その他の

関係法令を遵守するものとする。 

 

第１６ 補足 

この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付決定については、東京都補助金等

交付規則（昭和３７年東京都規則第１４１号）及び東京都補助金等交付規則の施行に

ついて（昭和３７年１２月１１日付３７財主調発第２０号）の定めるところによるも

のとする。 

 

 

附 則 

 この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 



 

別記 

補 助 条 件 

 

１ 承認事項 

補助事業者は、補助事業が次のいずれかに該当する場合は、あらかじめその理由及

びその他必要事項を記載した書面を知事に提出し、承認を受けなければならない。た

だし、（２）に掲げる事項のうち、軽微なものについては、この限りではない。 

（１）対象となる事務職員を変更しようとするとき。 

（２）補助事業の内容を変更しようとするとき。 

（３）補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

 

２ 事故報告 

補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないとき、補助事業を中止し、若

しくは廃止しようとするとき、又は補助事業の遂行が困難となったときは、あらかじ

めその理由及び遂行の見通し等を書面により知事に報告し、その指示を受けなければ

ならない。 

 

３ 民間補助金との重複禁止 

この要綱による補助金の交付と対象経費を重複して、民間の補助金の交付を受けて

はならない。 

 

４ 関係書類の管理保管 

補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該収入

及び支出について証拠書類を整理し、かつ、当該帳簿及び証拠書類を事業完了後５年

間保管しなければならない。 

 

５ 事情変更による決定の取消し等 

知事は、この補助金の交付を決定した場合において、その後の事情の変更により特

別の必要が生じたときは、補助金の交付決定の全部若しくは一部を取り消し、又はそ

の内容若しくはこれに付した条件を変更することがある。ただし、補助事業のうち既

に経過した期間に係る部分については、この限りではない。 

 

６ 補助事業の完了の時期 

補助事業者は、補助事業を補助決定の交付の決定に係る会計年度中に完了しなけれ

ばならない。 

 

７ 状況報告 

補助事業者は、補助事業の進捗状況について、定期に報告しなければならない。 

 

 



 

８ 補助事業の遂行命令 

（１）知事は、この要綱の規定による報告、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）

第２２１条第２項の規定による調査等により、補助事業が、補助金の交付決定の

内容又はこれに付した条件に従って遂行されていないと認めるときは、補助事業

者に対し、これらに従って補助事業を遂行することを命じることができる。 

（２）知事は、補助事業者がこの命令に違反したときは、補助事業の一時停止を命じ

ることができる。 

 

９ 是正のための措置 

（１）知事は、本要綱第１２の規定による調査の結果、補助事業の成果が補助金の交

付決定の内容及びこれに付した条件に適合しないと認めるときは、補助事業者に

対し、当該補助事業につき、これに適合させるための措置を取るべきことを命じ

ることができる。 

（２）補助事業者は、（１）の命令により必要な措置をした場合は、本要綱第１１の規

定による実績報告を行わなければならない。 

 

１０ 決定の取消し 

（１）知事は、別記補助条件１（３）の補助事業の中止又は廃止の申請があった場合

又は補助事業者が次のいずれかに該当した場合は、補助金の交付決定の全部又は

一部を取り消すことができる。 

ア 偽りその他不正の手段により補助金の交付を受けたとき。 

イ 補助金を他の用途に使用したとき。 

ウ 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件その他法令に基づく命令又は

要綱に違反したとき。 

エ 交付の決定の後生じた事情の変更等により、補助事業の全部又は一部を継続

する必要がなくなった場合。 

（２）（１）の規定は、本要綱第１２の規定により、交付すべき補助金の額を確定した

後においても適用する。 

（３）本要綱第９の規定は、（１）により措置した場合について準用する。 

 

１１ 補助金の返還 

知事は、１０の規定により補助金の交付決定を取り消した場合において、補助事業

の当該取消しに係る部分に関し、既に補助金が交付されているときは、知事の指示す

るところにより、その補助金の返還を命ずる。本要綱第１１の規定により交付すべき

補助金の額を確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されていると

きも、また同様とする。 

 

１２ 違約加算金 

（１）補助事業者は、１０の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消さ

れ、その返還を命ぜられたときは、その命令に係る補助金の受領の日（補助金が



 

２回以上に分けて交付されている場合においては、返還を命ぜられた額に相当す

る補助金は最後の受領の日に受領したものとし、当該返還を命ぜられた額がその

受領した額を超えるときは当該返還を命ぜられた額に達するまで順じさかのぼり、

それぞれの受領の日において受領したものとする。）から納付の日までの日数に応

じ、当該補助金の額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、

既納付額を控除した額）につき、年１０．９５パーセントの割合で計算した違約

加算金（１００円未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

（２）（１）により違約加算金を計算する際の１か年の日数は閏年にかかわらず３６５

日とする。 

（３）（１）により違約加算金を納付しなければならない場合において、当該補助事業

者の納付した金額が返還すべき補助金の額に達するまでは、その納付された金額

はまず当該返還すべき補助金の額に充てられたものとする。 

 

１３ 延滞金 

（１）補助事業者は、補助金の返還を命ぜられた場合において、これを納付期日まで

に納付しなかったときは、納期日の翌日から納付の日までの日数に応じ、その未

納付額（その一部を納付した場合におけるその後の期間については、既納付額を

控除した額）につき年１０．９５パーセントの割合で計算した延滞金（１００円

未満の場合を除く。）を納付しなければならない。 

（２）１２（２）及び（３）の規定は延滞金について準用する。 

 

１４ 他の補助金等の一時停止等 

補助事業者は、補助金の返還を命ぜられたにもかかわらず、当該補助金、違約加算

金若しくは延滞金の全部又は一部を納付しない場合において、他に同種の事務又は事

業について交付すべき補助金があるときは、相当の限度においてその交付を一時停止

し、又は当該補助金と未納付額とを相殺するものとする。 

 



 

別表一 

１ 経費項目 ２ 対象経費 ３ 基準額 ４ 補助率 

事務職員の給与費 

新たに雇用した事務職員の人件費（給料、

報酬、賃金、法定福利費、福利厚生費、賞

与及び手当※を含む。）で、令和７年４月１

日以降に係るもの。 

１時間当たり 

１，１６３円 
１０／１０ 

事務職員に係る 

交通費 

当該訪問看護ステーション等が負担する事

務職員の交通費 

１日当たり 

８００円 
１０／１０ 

※ 所定労働時間を超える労働に対する賃金や手当等は除く。 

 

別表二 

１ 経費項目 ２ 対象経費 ３ 基準額 ４ 補助率 

前年度本事業によ

り配置した事務職

員の給与費 

前年度本事業により配置した事務職員の人

件費（給料、報酬、賃金、法定福利費、福

利厚生費、賞与及び手当※を含む。）で、そ

の配置の日から起算して１年以内かつ令和

７年４月１日以降に係るもの。 

１時間当たり 

１，１６３円 
１０／１０ 

前年度本事業によ

り配置した事務職

員に係る交通費 

当該訪問看護ステーション等が負担する前

年度本事業により配置した事務職員の交通

費 

１日当たり 

８００円 
１０／１０ 

※ 所定労働時間を超える労働に対する賃金や手当等は除く。 

 

別表三 

 補助金の交付時期 

 この補助金は、本要綱１２に基づき額の確定があったとき、請求により交付する。 

ただし、特に請求があった場合は、以下により２回に分けて、第１回目の支払いを概算払で交付する

ことができる。 

区分 第１回 第２回 

交付時期 交付額 交付時期 交付額 

特に請求

があった

場合 

事務職員の雇用実績が

４か月を超えたとき（た

だし、当該会計年度終了

までの期間が２カ月に

満たない場合を除く。）。 

補助金交付決定額に、

補助金対象期間に対す

る事務職員の雇用実績

期間の割合を乗じて算

出した額 

本要綱第１２

に基づき補助

金の額の確定

があったとき。 

補助確定額か

ら既支出額を

控除した額 

上記以外

の場合 

本要綱第１２に基づき

補助金の額の確定があ

ったとき。 

補助確定額全額   

 



 

別紙１ 

 

 

訪問看護ステーション等事務職員雇用支援事業に係る補助対象事業者の要件 

 

１ 事業所に関する要件 

（１） 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第４１条第１項

本文の規定による指定（以下「指定」という。）を受けた訪問看護ステーショ

ン（法第７１条の規定により指定居宅サービス事業者とみなされる病院、診療

所を除く。）又は、法第４２条の２本文の指定を受けた者が、法第８条第２３

項第１号に規定する複合型サービスを行う事業所であること。 

（２） 対象となる訪問看護ステーション等は、所在地が都内にあること。 

（３） 訪問看護ステーションにおいては、都（委託して実施する場合は受託者。）が

実施する管理者・指導者育成に係る研修を受講し、修了した者を当該事業所に

1名以上配置すること。 

 

２ 運営実績に関する要件 

 補助対象事業者が運営している当該訪問看護ステーション等に都の実地指導等で指

摘があった場合は、その改善状況報告書が都等へ提出され、都等において改善が確認

されていること。 

 

３ 運営体制等に関する要件  

（１）訪問看護ステーションにおいては、指定居宅サービスに要する費用の額の算定

に関する基準（平成１２年厚生省告示第１９号）に規定する緊急時訪問看護加算

を知事に届け出ていること。 

（２）地域の関係事業所等との連携を推進するための取組を行うこと。 

 

 


